
施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01030107-09-199

キーコード：253

出力日：令和07年03月18日
事務事業名人権啓発・相談事業

13
基本事業： 01人権教育及び啓発の促進 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

①この1年間に相手の人権を侵害するような言動や行動をした市民の割合 担当課 人権政策・男女共同参画課

担当係 人権・同和政策担当

市民 　人権擁護委員と協力し、以下の啓発事業や相談事業等を実施するもの。

【啓発事業】お互いを尊重しあえる社会の実現をめざした人権啓発事業
　　　　　　（①人権の花運動、②人権教室、③街頭啓発（6月・12
　　　　　　月）、④生涯学習フェスティバルでの啓発活動等）を実施。
【相談事業】人権擁護委員が実施する常設人権相談（法務局で毎週月・水
　　　　　　・金 9時から16時対応）および特設人権相談（市役所やコミ
　　　　　　ュニティセンターで月1回 10時から15時対応）の支援を行
　　　　　　う。各相談に関する情報提供を広報紙やホームページで行う
　　　　　　ほか、相談会場の確保や準備といった支援を実施。
【補助事業】筑紫地区の人権擁護委員で構成される「筑紫人権擁護委員協
　　　　　　議会」の取り組み（①人権教室の開催、②人権作文集「ねが
　　　　　　い」の作成等）に対する補助金（約35万円）を交付。

　あらゆる人権問題を市民一人ひとりが、自らの課題、地
域の課題、全市民の課題として認識し、お互いを尊重して
支えあうことができている。

計画年度 昭和58年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

人権擁護委員の市民認知度 6.9 84.5 8 6

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
538 602 1,068 624計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
78
0

41 525 92
0 0 0

0 0 0 0
460 561 543 532

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.25 0.25 0.25 0.25
1,932 1,954 2,006
2,470 2,556 3,074 624

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

【状況】・令和5年度の特設人権相談の相談件数は、3件であった。
　　　　・令和5年度の人権の花運動については、吉木小で実施。
　　　　・令和5年度の人権擁護委員の市民認知度は、4.5％であった。
【課題】・令和4年度より成果指標を「人権擁護委員の認知度」に変更。
　　　　・人権擁護委員の活動について、継続的かつ効果的な周知方法を検討する必要がある。
　　　　・相談件数が少ないが、必ずしも件数が多いと良いわけではなく、困りごとが少なくなっていると捉える
見方もできる。また、高齢者や男女共同など他の相談窓口が増えているため、人権相談への相談が分散されている
とも考えられる。
　　　　

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

・人権擁護委員の取り組みをさらに市民に知らせ、認知度を上げてい
く必要がある。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は中

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

・街頭啓発活動や人権の花運動、生涯学習フェスティバルでの人
権啓発事業等における啓発・周知活動の充実
・法務局が市に委託して実施する地域人権啓発活動活性化事業（
講演会等）や市が実施する市民懇談会でのチラシ配布など
・相談しやすい環境づくり（会場等）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　本市では、筑紫人権擁護委員協議会が組織された昭和58年度頃
から人権擁護委員と連携した人権相談や啓発活動を行っている。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

％

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01090610-02-588

キーコード：703

出力日：令和07年03月18日
事務事業名同和問題啓発事業

13
基本事業： 01人権教育及び啓発の促進 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①この1年間に相手の人権を侵害するような言動や行動をした市民の割合 担当課 教育政策課

担当係 人権・同和教育担当

すべての市民 【事業内容】
○同和問題啓発強調月間（7月1日～7月31日）にかかる取組
・同和問題講演会（開催予定日：7月1日・荒天のため中止）
・看板・懸垂幕・のぼりによる啓発活動
・街頭啓発活動（開催日：①7月5日・②7月12日）
・各課毎職員研修の実施
・公用車啓発ステッカー貼付・職員啓発ワッペン着用・窓口卓上啓発ミニ
のぼり設置
・ポスター標語等の募集
・窓口リーフレット・啓発ティッシュ配布
・各種講演会、研修会等への参加（7/22県講演会参加人数：12人）
○上記以外の取組
・人権・同和問題講演会（開催日：2月17日・講師：上川多実さん）
・広報ちくしのへの特集記事の掲載（隔月年6回）

　同和問題の解決を、市民が自らの課題として捉え、差別
を許さない意識の徹底を図るための各種啓発事業を集中的
に実施することで、差別を許さない社会づくりの構築が進
んでいる。

計画年度 昭和57年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

講演会参加者数

講演会の内容に満足した人の割合（参加者アン
ケート）

695 800490 800 800

89.1 77.8 100 100 100

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
2,422 2,704 3,126 3,299計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
817
0

673 1,007 1,056
0 0 0

0 0 0 0
1,605 2,031 2,119 2,243

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.6 0.6 0.6
4,637 4,689 4,814
7,059 7,393 7,940 3,299

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

○

●

【状況】同和和問題講演会（7月）→荒天のため中止
　　　　人権・同和問題講演会（2月）→（参加者）490人・（内容に満足した人の割合）77.8％
【原因】7月に開催する予定だった同和問題講演会が荒天のため中止となり、参加者数は目標に到達しなかった。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　現在もなお差別事象は発生し続けており、同和問題講演会や街頭啓
発などは市民の同和問題に対する正しい認識と理解を深めるために重
要な役割を果たしている。同和問題をはじめとする人権問題の啓発は
、人権尊重社会の醸成のため、涵養の精神で繰り返し粘り強く行って
いくことが必要不可欠である。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　H30年度から始めた「番号案内表示機付広報広告TVモニター」
や、R元年度から始めた『わが街NAVI』を活用しながら、同和問
題をはじめとする様々な人権問題の解決のための啓発の取組の周
知徹底を継続していく。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　同和問題の早急な解決は行政の責務であるとともに、国民的課
題である。福岡県下の市町村では「同和対策事業特別措置法」が
施行された7月を同和問題啓発強調月間とし、街頭啓発、講演会
、啓発看板等の設置などの集中的な啓発事業を実施している。
事業開始時期・・・昭和57年

　平成28年に「部落差別解消推進法」平成31年に「県部落差別解
消推進条例」令和2年3月に「筑紫野市部落差別解消推進条例」が
施行され、部落差別の解消のための国や地方公共団体の責務が明
記され、教育や啓発の取り組みの充実が求められている。令和元
年度に事務事業名変更（旧：同和問題啓発強調月間事業）

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

％

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01090610-04-590

キーコード：704

出力日：令和07年03月18日
事務事業名筑紫野市同和教育研究会運営費補助事業

13
基本事業： 01人権教育及び啓発の促進 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①この1年間に相手の人権を侵害するような言動や行動をした市民の割合 担当課 教育政策課

担当係 人権・同和教育担当

筑紫野市同和教育研究会 　筑紫野市同和教育研究会に対して補助金を交付することによって、その
活動を支援し、以下の事業を実施するもの。
○人権・同和教育に関わる調査研究・市と一体となった人権・同和教育、
啓発活動の推進、学習会・講演会等の開催
・指導者研修会（開催日：6月3日・参加者94人）
・同和教育学習会（第1回：10/25・第2回：11/1・第3回：2/8）
・人権・同和問題講演会（市と共催）開催日：2/17・参加者490人
○部会、分科会を設けそれぞれの特色に応じた教育・啓発活動の推進
・中学校ブロック分科会、就学前教育部会、「障がい」児教育分科会、高
校分科会、学校推進部会、行政部会、市民部会
○諸活動の円滑な推進のため、下記の会議を定期的に開催
・運営委員会、代表者会、学校代表者会、ブロック代表者会

　筑紫野市同和教育研究会の運営を支援し、部落差別をは
じめとするあらゆる差別からの解放を目的とする人権・同
和教育の実践を通じ、すべての市民が自分らしく生き生き
と暮らせる人権尊重社会の実現をめざす。

計画年度 昭和44年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

会員数

同和教育学習会の参加者数

943 950965 950 950

405 451 360 360 360

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
3,850 4,050 4,050 4,050計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
3,850 4,050 4,050 4,050

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.05 0.05 0.05
386 391 401

4,236 4,441 4,451 4,050

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

【状況】会員数　　　　　R4年度：943人　→　R5年度：965人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　学習会参加者数　R4年度：405人　→　R5年度：451人（第1回：151人、第2回：107人、第3回：193人）
【原因】継続的な取組により、会員数と学習会参加者数は昨年度より増加した。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　市内の小・中学校の教職員は、ほぼすべてが会員であり、行政職員
（保育士含む）・市議会議員・一般市民なども幅広く加入している。
　市の人権・同和行政及び人権・同和教育の推進のためにも重要な役
割を担っており、行政職員の同和問題認識や人権意識向上を図るため
に、引き続き会員拡大の取組を行っていく必要がある。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　学習会の参加者拡大の観点からも、行政職員の市同研加入拡大
の取り組みは重要であり、引き続き所属長等を通じて参加する意
義等を伝える等、参加促進の取組を続けていく必要がある。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　1963年に筑紫野町同研が町内教員有志によって結成。1969年の
特措法施行後、同和問題解決は行政の責務であるとの位置づけか
ら市同研活動支援のための事業が展開された。現在、当市の人権
・同和教育にとって不可欠な存在であり、同和問題のみならず就
学前教育・障害児教育などの充実にも寄与している。

　令和4年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から事
業規規を縮小しており、補助金額は405万から385万に変更となっ
た。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01090610-05-591

キーコード：705

出力日：令和07年03月18日
事務事業名同和教育推進５中学校区事業補助事業

13
基本事業： 01人権教育及び啓発の促進 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①この1年間に相手の人権を侵害するような言動や行動をした市民の割合 担当課 教育政策課

担当係 人権・同和教育担当

５中学校区推進委員会 　中学校区の教職員で構成する推進委員会「５中学校区推進委員会」が以
下の事業を実施することに対して、補助金を交付するもの。

【事業内容】
○人権・同和問題学習の推進及び充実に関すること
○児童・生徒の学力と進路の保障に関すること
○校区住民との交流・啓発に関すること
○各中学校ブロックにおける、小中連携の推進と充実に関すること
○その他、人権・同和教育推進に関すること

【補助金交付の流れ】
　交付申請（ヒアリング）⇒ 交付決定 ⇒ 補助金交付
　⇒ 事業実施 ⇒ 実績報告（ヒアリング）

　各中学校ブロックにおいて一人ひとりを大切にする人権
・同和教育推進の充実を図るとともに、各ブロック間の地
域格差を解消し、児童・生徒及び教職員の人権尊重意識を
高める。

計画年度 平成17年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

研修会等の参加者数
（児童・生徒を除く、5中学校区の合計）

1,688 2,0001,920 2,000 2,000

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
1,200 1,200 1,200 1,200計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
1,200 1,200 1,200 1,200

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.04 0.04 0.04
309 313 321

1,509 1,513 1,521 1,200

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

【状況】R4年度：1688人　→　R5年度：1920人
【原因】各中学校区ごとに工夫しながら研修会等を行った結果、参加者数が232人増加した。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　校区内の特性を活かした地域内小・中学校が連携・協働した取り組
みであり、筑紫野市がめざす「人権尊重のまちづくり」につながるも
のである。各中学校ブロック間の格差是正にも役立っている。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は中

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　参加者の増加の要因は、それぞれのブロックにおいて工夫を凝
らしながら研修会等を実施したためであり、今後も引き続き補助
金交付要領やヒアリングを活用しながら、教師等の学習機会の保
障を促していく。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　事業については、平成16年度まで筑山中校区並びに二日市中校
区において「基本的人権尊重の精神を高め、一人ひとりを大切に
した教育を推進する」という観点から事業を推進してきた。平成
17年度より、この取組を5中学校区に広げ、地域、家庭、学校が
一体となった総合的人権教育連携事業として発展させた。

　平成26年度より成果指標となる研修会等の参加者数を各ブロッ
クから詳細に報告してもらうようにした。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01090610-03-589

キーコード：707

出力日：令和07年03月18日
事務事業名人権問題啓発実行委員会運営事業

13
基本事業： 01人権教育及び啓発の促進 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①この1年間に相手の人権を侵害するような言動や行動をした市民の割合 担当課 教育政策課

担当係 人権・同和教育

すべての市民及び、関係機関・団体の構成員 〇すべての市民を対象とした行政区毎の人権問題市民懇談会の開催
　行政区の推進委員と市民、団体職員、市の係長以上の職員が実行委員な
らびに担当者として企画、運営を行っている。（1～15班）
懇談会の内容（テーマ）※R5実績：高齢者の人権 31%・人権全般 19%・同
和問題 15%・災害に関わる人権 7%・子どもの人権 8%・女性の人権 3%な
ど
〇市内の機関・団体を対象とした人権問題研修会の開催（16・17班）
　各団体の代表者と実行委員・担当者が話し合いテーマを決めて、それぞ
れの実情に応じた研修を実施している。
○実行委員・担当者の研修を実施し、資質の向上を図っている。

市民の人権意識の向上を図り、筑紫野市がめざす「誰もが
安心して暮らせる人権尊重のまちづくり」の実現をめざす
。

計画年度 昭和56年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

市民懇談会へ参加した市民の人数

市民懇談会アンケート結果（良かった・まぁ良
かったと回答した参加者の割合）

562 3,5001,849 3,500 3,500

87.6 90.5 95 95 95

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
1,298 2,630 3,204 3,205計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
451
0

980 1,392 1,392
0 0 0

0 0 0 0
847 1,650 1,812 1,813

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.6 0.6 0.6
4,637 4,689 4,814
5,935 7,319 8,018 3,205

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

【状況】・参加した市民の数　　R4年度：562人  　→    R5年度：1849人
　　　　・アンケート結果　　　R4年度：82.4％  　→　 R5年度：90.5％
【原因】新型コロナウイルス感染拡大防止の観点からR4年度は33行政区において市民懇談会は実施されたが、R5年
度はすべての行政区（82行政区）で実施されるに至った。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　H29年度の差別落書き事件を受け、同和問題をテーマにした懇談会
を開催するよう取組を進めている。また、近年は市民懇談会参加者の
高齢化、固定化が懸念されるため、より幅広い世代の参加者を増やす
工夫が必要である。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　引き続きコミュニティ連絡会や人権擁護委員等の関係団体との
連携を深めながら円滑な業務運営に取り組み続けていく。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　同和問題をはじめとしたあらゆる人権問題の早期解決を図るた
め、各機関団体研修を行うとともに、各行政区において市民懇を
開催し、市民一人ひとりの人権意識の高揚を図りながら人権尊重
のまちづくりの実現をめざし市民啓発を進めている。昭和５６年
事業開始。

　平成27年度より、「行政区人権問題啓発推進委員会育成助成金
」事業（事業コード80000・キーコード1124）を本事業に統合す
る。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

％

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01090610-06-592

キーコード：1018

出力日：令和07年03月18日
事務事業名人権・同和問題啓発冊子の編集・発行事業

13
基本事業： 01人権教育及び啓発の促進 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①この1年間に相手の人権を侵害するような言動や行動をした市民の割合 担当課 教育政策課

担当係 人権・同和教育担当

すべての市民 　人権・同和問題に関する啓発を広く市民に行うため、3種の啓発冊子の
発刊を行うもの。「人権作文集くさび」以外の2誌は、有識者・教職員・
行政職員・関係団体で構成する同和問題啓発資料編集員会議で審議、作成
している。
【作成する啓発冊子】
○解放への一歩　　11月1日発刊（同和問題に特化した啓発冊子）
　発行部数：43,800部（広報紙と同時配布）
○人権問題特集号　12月1日発刊（様々な人権課題についての啓発冊子）
　発行部数：44,500部（広報紙と同時配布）
○人権作文集くさび　 3月 1日発刊（毎年小中高校生・市民から人権に関
する作文・標語・ポスターを募集し、広く市民に周知する）
　発行部数：10,000部（小・中学校PTA配布・市内公共施設に配置）

　人権問題に対する正しい認識と人権感覚豊かな市民の育
成によって、人権が侵害されない市民生活ができるように
なっている。

計画年度 昭和50年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

発行部数（啓発冊子3種の合計） 96,500 98,00098,300 96,200 96,200

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
1,933 2,129 2,601 2,722計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
967
0

1,026 1,300 1,360
0 0 0

0 0 0 0
966 1,103 1,301 1,362

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.5 0.5 0.5
3,864 3,908 4,012
5,797 6,037 6,613 2,722

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

【状況】啓発冊子3種類の必要部数として合計98,300部を発行している。
【課題】今後世帯数の増加に伴い必要部数が増える可能性がある。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　啓発冊子を編集するに当たって資料編集員会を組織して行っている
が、各部から推薦を受けた行政職員も編集員として関わっており、識
字活動への参画などとともに職員全体の人権・同和問題に関する認識
を高める場として重要な役割を果たしている。平成27年度から啓発冊
子にアンケート及び感想欄を設け、良かったと思う記事や感想などを
寄せてもらい、今後の編集等に生かすように努めている。

増加対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　今後については、レイアウト等を工夫するとともに、図やグラ
フ、イラスト等を活用しながら、読みやすい内容作りに努める。

・R01年度より「解放への一歩」と「人権問題特集号」にＱＲコ
ードを使用したアンケート方法を追加した。
・「くさび」については、H29年度から人権・同和問題講演会で
朗読された３作品をＨＰに掲載した。（サーバー容量の問題で全
作品の掲載は不可）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　人権・同和問題の早期解決を図るため、市民の人権・同和問題
に対する正しい理解と認識を深めていくことを目的として開始。
事業開始時期・・・昭和50年

　アンケート回答数が少なく、アンケート結果を成果指標にする
ことは現時点では適当ではないが、講演会等を活用しながら回答
数を増やしていけば、指標として活用できる可能性は高くなるも
のと考えられる。（※R4年度から講演会時にアンケートを実施）

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

部

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01090610-07-593

キーコード：1019

出力日：令和07年03月18日
事務事業名人権尊重のまちづくりサポーター養成講座事業

13
基本事業： 01人権教育及び啓発の促進 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①この1年間に相手の人権を侵害するような言動や行動をした市民の割合 担当課 教育政策課

担当係 人権・同和教育担当

市民（受講生） 　同和問題をはじめとするあらゆる人権問題が自分自身や日常生活に密接
に関係していることへの理解を促し、市民啓発の担い手になり得る人材の
育成をめざすため、年間5回（館外研修を含む）の連続講座を開催するも
の。

【令和2年度の講座内容】
全体テーマ：私たちのくらしと人権～人権の裾野を広げて～
　第1回（7月）「博多にわかで人権問題を学ぶ」参加者32人
　第2回（9月）「子ども虐待の現実から学ぶ」　参加者33人
　第3回(11月) 館外研修(伊都歴史博物館)　参加者31人
　第4回（1月）「人権尊重のまちづくりの授業を学ぶ」　参加者26人
　第5回（2月）「参加者の学びを共有するために」　参加者25人

　講座の受講者が、講座の学習活動を通して、部落差別を
はじめとする様々な差別の存在に気づき、地域での実践活
動を通して人権尊重思想を暮らしの中に生かし、一人ひと
りの豊かな生活や幸せな未来を築くことに向けて、地域社
会における人権啓発の核となっている。

計画年度 昭和55年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

講座参加者数（全5回の参加延べ人数）

新たに講座を受講した人数

163 190147 150 150

18 14 15 15 15

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
127 104 168 169計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
8
0

9 23 23
0 0 0

0 0 0 0
119 95 145 146

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.2 0.2 0.2
1,546 1,563 1,605
1,673 1,667 1,773 169

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

○

●

【状況】①参加者数　R4年度:163人　→ 　R5年度:147人
　　　　②新たに講座を受講した人数　R4年度:18人　→　R4年度:14人
【原因】講座参加者数と新規受講者数は一定の水準には達したものの、気候等の影響により、1～2月の参加が伸び
ず、昨年度から減少するに至った。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　平成26年度から、従来の「女性問題の講座」から「人権講座」へと
名称を変更し、女性に関する問題だけでなくより幅広い人権・同和問
題をテーマとして開催している。これにあわせて受講生募集方法を見
直し、市内小・中学校保護者に案内チラシを配布し受講者の拡大を図
っている。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は中

小さい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

あり

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　引き続き生涯学習課所管の「みんなで学ぶ人権・同和問題講座
」と相互に受講案内を行うなど、連携した取組を継続していく。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　女性問題の学習を通して、地域社会における指導者を育成する
ことを目的に昭和55年から開始。H30年度より、人権が大切にさ
れる地域づくりの担い手になって欲しいという観点から「人権尊
重のまちづくりサポーター養成講座」に名称変更した。

　H30年度より、成果指標として「新たに講座を受講した人数」
を追加し、事業成果や課題分析等を行うようにした。
　R5年度より事務事業名を「人権尊重のまちづくりサポーター養
成講座事業」に変更した。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01030103-02-166

キーコード：197

出力日：令和07年03月18日
事務事業名同和地区老人医療費助成事業

13
基本事業： 02同和問題の解決 担当部 市民生活部

基本事業の
成果指標

①同和地区住民の失業率 担当課 国保年金課

担当係 医療年金担当

筑紫野市同和対策に係る個人給付的事業に関する給付要綱
第1条に規定する昭和17年4月1日以前生れの者

医療機関を受診したときの自己負担額の80パーセントに相当する額を助成
する。

＜実施要件＞
昭和17年4月1日以前生れの人で、申請者およびその世帯員の課税額（市県
民税額）が生活保護基準表の算定課税額未満の人
＜所得制限＞
申請者の世帯の市県民税額の合計額が、申請者の家族構成に基づく生活保
護費支給額の1.0倍の額を所得として算出する市県民税額未満
＜助成期間＞
　7月から翌年度6月まで

筑紫野市同和対策に係る個人給付的事業に関する給付要綱
に基づき、同和地区住民の福祉の増進及び適切な医療の確
保を図る。

計画年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

一人あたりの扶助費 52,457 60,238 72,727 72,727

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
2,622 3,011 3,200 3,400計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
2,622 3,011 3,200 3,400

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.2 0.2 0.2
1,546 1,563 1,605
4,168 4,574 4,805 3,400

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

＜状況＞医療費の助成により、対象者の経済的負担は軽減されている。
＜原因＞高齢化が進み対象者の死亡により週末医療により一人当たり医療費は増加となった。
＜課題＞今後さらに高齢化が進み、対象者は減少するが入院患者も増加すると考えられるため、支給要件などにつ
いて引き続き検討が必要である。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）
維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

小さい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

「筑紫野市同和対策に係わる個人給付的事業に関する実施要綱」
に基づき、昭和47年5月から適切な医療の確保を図るために医療
費の扶助を主体目的に老人医療費の助成をしている。
　平成19年度から助成内容は医療費の自己負担分と入院時の食事
代の80パーセントとした。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

円

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01030107-04-196

キーコード：249

出力日：令和07年03月18日
事務事業名就労対策事業

13
基本事業： 02同和問題の解決 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

①同和地区住民の失業率 担当課 人権政策・男女共同参画課

担当係 人権・同和政策

・受講希望者 ・公務員試験対策を中心として、講座を５～１１月の間に４７回開催。
・時間帯は１８：００～２０：００、週３回（月、水、金）実施。
・会場は永岡隣保館。
・講師は福岡南地区高等学校人権教育研究会からの派遣にて対応。
・受講生の定員は１０名程度。
・受講料は無料である。受講生のテキスト代は自費。
・一次試験合格者に対しては、面接対策としての就職対策講座を実施して
いる。
・公務員教養試験だけでなく民間企業等の就職試験対策にも対応できるよ
　う、「Standard1」や「SPI3」の判断推理、数的推理、社会、時事問題
を中
　心とした内容に変更した。
・本事業は太宰府市・那珂川市との共同事業であるが、本市が中心となっ
　て実施している。

・新卒就職希望者や未就労者ならびに転職希望者が、公務
員等の安定的な仕事に就けるように支援を行う。

計画年度 昭和63年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

セミナー受講者数

セミナー受講者の就職決定者数

3 101 5 3

1 0 1 1 1

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
374 396 399 399計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
374 396 399 399

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.4 0.4 0.4 0.4
3,091 3,126 3,209
3,465 3,522 3,608 399

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

○

●

（状況等）・平成31年度にこれまで講師派遣を依頼していた業者より、派遣中止の申入れあり。
　　　　　・若年層の就労の現状等を把握しながら、本事業の実施内容、実施手法等について関係課等と協議を行
い、令和3年度からセミナーを再開した。
　　　　　・令和5年度は、受講生1名のうち合格者はいなかった。
（課題等）・令和6年度の事業実施に向けて、関係課等と協議を進めている。
　　　　　・今後の事業の実施内容等について、継続的に検討していく必要がある。　　　　　　

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

隣保館就労担当者等との連携はもとより、教育現場や関係機関・団体
との連携をさらに密にしていく必要がある。就職試験対策だけでなく
、就労のための資格取得に向けた学習環境も整えていく必要がある。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

あり

 

なし

余地あり

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

若年層の現状や就労ニーズの把握を行いながら、必要に応じた事
業構築を行っていく。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

「同対審答申」の主旨を踏まえ、「安定就労のための学習機会の
提供」を目的として本事業はS63年度から開講している。H26年度
からは対象を市内全体に拡充するとともに、名称を「人権施策就
労促進セミナー」に変更してきた。

・R5年度から受講生のテキスト代は自費とした。
・R5年度から公務員教養試験だけでなく民間企業等の就職試験対
策にも対応できるよう、「Standard1」や「SPI3」の判断推理、
数的推理、社会、時事問題を中心とした内容に変更した。
・今後、共同主催の那珂川市にも費用負担を求めていく。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01030107-08-198

キーコード：251

出力日：令和07年03月18日
事務事業名同和団体助成事業

13
基本事業： 02同和問題の解決 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

①同和地区住民の失業率 担当課 人権政策・男女共同参画課

担当係 人権・同和政策

・部落解放同盟筑紫地区協議会
・全日本同和会筑紫地区協議会
・福岡県地域人権運動連合会

・補助金の交付
・同和対策行政を効果的に実施するために運動団体や地元の協力は不可欠
であり、同時に地区住民自らが行う自主解放の努力を行政として支援して
いる。地元では地区住民の自立のための学習・研修・相談的事業を推進し
ており、そのための運動団体への財政援助を行っている。

・同和問題をはじめとするあらゆる人権問題を早期に解決
するために、関係団体との協働により人権・同和行政を総
合的に推進する。

計画年度 昭和41年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

補助金額（代替指標） 6,639 6,6406,640 6,640 6,640

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
6,639 6,639 6,640 6,640計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
6,639 6,639 6,640 6,640

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.25 0.25 0.25 0.25
1,932 1,954 2,006
8,571 8,593 8,646 6,640

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

地区住民が同和問題解決のため自主的に行う多様な取り組みを促すとともに、行政施策との連携を密にすることに
より、差別のない人権尊重のまちづくりを目指す本市の目標達成に貢献している。
また、各団体における相談体制により、行政の相談業務を側面的にカバーするなど、地区住民の課題解決のために
協働で取り組むことができている。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）
維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

・同和問題の解決に向けて、同和行政を効果的に実施すると同時
に、自主解放支援のための補助として実施。
・平成１３年度で地対財特法が失効したため平成１４年度から逐
次同和対策事業の見直しを行っている。

筑紫地区人権・同和行政推進協議会において、３年ごとに助成金
についての見直しが行われている。（次回予定：令和７年）

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

千円

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01090103-52-483

キーコード：579

出力日：令和07年03月18日
事務事業名教科促進指導事業

13
基本事業： 02同和問題の解決 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①同和地区住民の失業率 担当課 学校教育課

担当係 教育指導担当

　同和地区の児童生徒をはじめとした、学習支援を要する
児童生徒

○中学生については、教科担任等と連携し、５教科を中心に個に応じた指
　導を行い指導方法の工夫など授業改善に資する。
○小学生については、当該小学校教職員と連携しながら、国語・算数を中
　心に指導し、授業改善に資する。
○小中学校教員と連携を密にし、教材の準備（教材・教具づくり）、学習
　の評価を行う。
○家庭と連携し、家庭学習の定着を図るための手立てを個に応じて指導す
　る。
○連絡会を定例的に開催し、状況確認及び情報交換を行う。　学習支援を要する児童生徒の学力を向上させる。

計画年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

促進指導における年間延べ児童生徒数

促進指導における児童生徒の参加率

5,986 4,694 7,500 5,000

64.2 53.8 80 60

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
10,054 10,373 12,106 13,062計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
10,054 10,373 12,106 13,062

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.3 0.3 0.3
2,318 2,345 2,407
12,372 12,718 14,513 13,062

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

３名の指導員が、児童生徒の個々の状況を踏まえた学習支援を行うことができている。児童生徒のみならず、地域
と連携し、家庭支援を行うこともできている。一方で、家庭状況等、様々な課題を抱える児童生徒も増加傾向にあ
り、指導員が積極的に支援行っているものの継続的に当事業に参加することが難しい状況もある。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

意欲や集中力を高めることは、促進指導だけで達成できるものではな
く、家庭や地域との連携が大きな課題である。一方では他の地域（学
校）にも支援を必要とする児童・生徒が存在しており、支援のニーズ
が予想される。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は中

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　平成3年度に、学力向上で進学率を高め、同和問題解決におけ
る国・県の方針にもとづき、当市でも県職員を割愛により市職員
として迎えるかたちで事業開始された事業である。平成２３年度
からは市費での嘱託職員を雇用。令和２年度から会計年度任用職
員へ移行。

　

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

％

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01090611-01-595

キーコード：708

出力日：令和07年03月18日
事務事業名識字学級事業

13
基本事業： 02同和問題の解決 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①同和地区住民の失業率 担当課 生涯学習課

担当係 生涯学習・青少年担当

学級生（同和地区住民・周辺地域を含めた市内在住者）
担当者（行政職員・教職員・保育士・ボランティア）

各地区で月２回、夜間２時間程度の学習会を開催する。学習会は基本的に
担当者が指導・支援するが、必要に応じて専門技術を有する講師を招く。
（美咲大学、岡田解放学級、永岡識字学級、京町識字通信）

【学習内容】
　①文字の習得を中心とした学習
　②機能的識字を実現するための学習（パソコン教室等）
　③差別の実態を明らかにするための家庭訪問
　④生きがいづくり、趣味文化教養のための学習
　⑤生活習慣の改善のための学習（スポーツ、料理等）
　⑥学級生と担当者の交流を図る館外学習（人権に係る施設等での学習）

非識字者に対して文字の学習を行なうとともに、文字を仕
事や生活に活用できないという機能的非識字を解消するた
めの学習を行なう。また、差別によって奪われた生きがい
づくりや文化趣味活動の機会を得られるよう支援を行なう
。担当者は地区住民との直接の交流から差別問題解決の主
体者としての意識を育む。

計画年度 昭和53年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

参加延べ人数 1,238 3,0002,305 3,000 3,000

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
1,781 3,707 5,357 5,742計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0
122 246 288 288

0 0 0
0 0 0

1,659 3,461 5,069 5,454

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.4 0.4 0.4
3,091 3,126 3,209
4,872 6,833 8,566 5,742

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、年間を通じて学習会を開催することができたため、
参加延べ人数が増加した。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）
維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

長年の取り組みを継承しつつ、機能的非識字の解決と、生活習慣
の改善、生きがいづくりや文化教養に関する支援を中心とした学
習を推進し、引き続き人権尊重の理念を学ぶなど、事業内容につ
いて検討を重ねる。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

文字を学び文字を通して地域のおかれている立場を自覚し、真に
人権尊重の理念を学びながら、部落差別から立ち上がり、差別を
はねかえし、差別に負けず、自ら解放の主眼をみいだし、部落解
放の主体的力量を培い、もって部落解放に資することを目的とし
て開設する。

・学級生の高齢化が進んでいる。
・長年の取り組みにより非識字者は減少し、狭い意味での識字（
文字の学習）を行なっているのは京町識字通信のみとなっている
。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01090611-02-596

キーコード：709

出力日：令和07年03月18日
事務事業名少年期人権啓発事業

13
基本事業： 02同和問題の解決 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①同和地区住民の失業率 担当課 生涯学習課

担当係 生涯学習・青少年担当

市内在住の児童・生徒 子ども会において、教職員を講師として人権学習活動・体験学習活動等を
実施する。

【活動の詳細】
　・人種差別、障がい者差別、男女差別、部落差別等の学習
   (社会情勢やニュース等で取り上げられているものを題材とした学習）
　・平和学習
　（戦争や原爆体験等を題材とした平和学習）
　・高齢者との交流、介護体験
　（地域で引き継がれている技能・技術の体験）
　・人権啓発の交流集会
　（地域住民や保護者等との人権に係る交流会）

小中学生を対象とする人権啓発の推進

計画年度 平成21年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

学習活動等に参加した子ども・教職員の人数 3,082 5,0002,474 5,000 5,000

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
2,036 2,036 2,037 2,037計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0
700 703 703 703

0 0 0
0 0 0

1,336 1,333 1,334 1,334

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.1 0.1 0.1
773 782 802

2,809 2,818 2,839 2,037

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

○

●

少年期の人権啓発を継続して行い、差別を見抜き、許さない意志と実践力を持った子どもたちを育成できるよう推
進していく。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

当該事業について、市内各子ども会に対し、積極的に周知し事業内容
への理解を図り、推進する必要がある。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

人権感覚を養い、差別を見抜き、許さない強い意志と実践力をも
った子どもたちを育成することで、人権啓発の推進につながる事
業であり、継続していく。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

福岡県人権・同和問題啓発事業費補助金交付要綱の規定に基づき
実施するもの。平成21年度から一般対策事業として、市内在住の
児童・生徒に対して、少年期の人権啓発の推進を目的に実施して
いる。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01090611-03-597

キーコード：1125

出力日：令和07年03月18日
事務事業名各部運営学級育成補助事業

13
基本事業： 02同和問題の解決 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①同和地区住民の失業率 担当課 生涯学習課

担当係 生涯学習・青少年担当

歴史的又は社会的理由により生活環境等の安定向上を図る
地域及びその周辺地域（以下「地域」という）の住民

地域住民が運営する7つの部（女性部、子ども会、老人部、成人男子部、
青年部、子ども会育成会、各種学級）による組織的な教育活動に対して補
助金を交付する。

教育活動の内容は、定例学習、健康学習、研修会、地域交流事業活動、野
外活動、体験活動、日常的学習・活動、館外学習、地域活動等である。

各種学級の内容は、英会話、音楽、健康料理、ヨガ、健康体操、カラオケ
、アートフラワー、手芸、生け花、盆栽等である。
　

地域住民の自立に向けた教育活動を支援することにより、
地域住民の生活の向上を図る。

計画年度 平成26年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

学習会等への参加者数 14,490 20,00016,893 20,000 20,000

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
2,171 3,826 4,032 4,032計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

2,171 3,826 4,032 4,032

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.1 0.1 0.1
773 782 802

2,944 4,608 4,834 4,032

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

令和５年度の各部会の参加延べ人数　（　）内は令和４年度
・女性部　　　　　  648人（　 363人）　　　・各種学級　　  1,836人（   822人）
・子ども会　 　 　8,274人（ 9,285人）
・老人部　　　　　2,106人（ 1,716人）　　　　【合計】　   16,893人（14,490人）
・成人男子部　　　2,718人（ 1,296人）
・青年部　　　　　　 38人（   　0人）         
・子ども会育成会　1,273人（ 1,008人）      　　

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）
維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

重要な事業であるので、活動の見守り支援を継続する。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

地域のおかれている立場を自覚し、真に人権尊重の理念を学びな
がら、部落差別から立ち上がり、差別をはねかえし、差別に負け
ず、自ら解放の主眼をみいだし、部落解放の主体的力量を培い、
もって部落解放に資することを目的として開始された。
地域の状況に応じた取り組みを行っている。

※平成26年度から、各部運営学級育成補助金の７つ「女性部、子
ども会、老人部、成年、青年部、子ども会育成会、各種学級」を
統合し、１つの事務事業とした。（１つの事業の中で、７つに区
分している。）

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01040102-16-294

キーコード：1204

出力日：令和07年03月18日
事務事業名地域住民保健事業

13
基本事業： 02同和問題の解決 担当部 健康福祉部

基本事業の
成果指標

①同和地区住民の失業率 担当課 健康推進課

担当係 健康推進担当

同和地区およびその周辺地域の住民 　定期的に健診を受けるとともに健康に関するさまざまな知識を習得し、
生活習慣の改善につなげる。
　① 市健診の受診勧奨、受けやすい体制づくり、事後フォロー
　② 管理栄養士による健康・栄養教室（講話・調理実習）
　③ 歯科衛生士による歯科教室（講話・実技）
　④ 医師等による健康講話
　⑤ 運動教室
　②③④⑤の事業は、各地区と協議し、必要に応じて3支部もしくは4支部
　合同で行うなど開催方法等も工夫して実施している。
　周辺地域住民も含めた事業については、④の一部の事業から開始してい
　
　る。今後もテーマ等を考慮しながら、周辺地域を含めて取り組みを検討
　していく。

　日常生活習慣の改善を図り、健康づくり～生活の質の向
上を目指すことで、部落差別の結果としての生活実態が解
消される。平成26年度より周辺地域住民も対象とした保健
事業を展開していく。

計画年度 昭和55年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

延べ教室参加者数

特定健診受診率

457 635558 585 600

35.1 31.3 55 55 60

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
60 96 305 304計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0
0 0
0 0
0 0

60 96 305 304

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

2.1 2.1 2.1 2.1
16,229 16,412 16,848
16,289 16,508 17,153 304

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

状況＞延べ教室参加者数は令和4年度より101人増加し558人となっています。特定健診受診率は令和4年度より3.8
％減少し31.3％です。
＜原因＞延べ教室参加者数の増加は、新型コロナウイルス感染症の感染法上の位置づけが5類に移行したため、事
業を予定通り実施できたことによるものです。特定健診受診率の減少は、隣保館保健師の交代等により十分な受診
勧奨ができなかったことが要因と思われます。
＜課題＞生活習慣改善が特に必要な若い世代に対して、健康づくりのための意識の向上及び参加促進が課題です。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　健診の受診率を向上させるための取り組みが必要。
　教室の受講を地域住民だけでなく広く周辺地域の方も含めた学習及
び交流の機会とするための工夫が必要。
　類似事業を実施しているが、対象者の利便性や講話の内容等地域の
特性に配慮する必要があり、地域住民を対象とした事業を実施する必
要がある。
　

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は中

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

あり

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

・健診対象者リストを活用し、毎年継続して健診を受診する人を
増やします。
・年に3回「保健師だより」を発行し、健康に関する情報を発信
します。

・周辺住民に対して、教室案内のちらし配布を継続し、参加者の
増加と交流の機会とします。
・保護者会等と参加しやすい時期や興味・関心の高い内容につい
ての検討を行います。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　同和地区における健康阻害要因の解消に向けて隣保館に保健師
が配置され、保健事業を展開するために昭和55年頃から健康教室
等が予算化されました。
　

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　人

　％

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01030108-04-203

キーコード：1322

出力日：令和07年03月18日
事務事業名人権文化センター生活相談・支援事業

13
基本事業： 02同和問題の解決 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

①同和地区住民の失業率 担当課 人権政策・男女共同参画課

担当係 人権文化センター

　各隣保館施設の地域住民 美咲・岡田・永岡・京町の各隣保館において、生活相談や健康相談、教育
相談など生活に関する各種相談事業を実施するもの。
（基本的考え方）
①身近な相談窓口として、さまざまな課題を有する人々の立場に立った相
談を行うこと。
②相談をとおして地域の課題や住民ニーズ等発見し対応するとともに、予
防していくこと。
③情報提供や訪問等の活動（アウトリーチ）による対象者の発見・支援と
ともに、適切に専門的機関や事業等に「つなぐ」などのコーディネートを
行うこと。
④継続的なフォローアップを行い、併せてNPOなどとの協働による、新た
なネットワークづくりを進め、地域福祉の推進を図ること。

　地域住民の生活や健康に関する相談に応じることで、問
題の解決や住民の自立を支援する。

計画年度 昭和40年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

生活相談での問題解決策の提示件数 1,880 2,3002,374 2,300 2,300

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
28,872 31,564 39,889 45,247計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
28,699

0
24,795 24,795 24,795

0 0 0
0 0 0 0
173 6,769 15,094 20,452

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

2.1 2.1 2.1 2.1
16,229 16,412 16,848
45,101 47,976 56,737 45,247

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

　相談内容は、就労に関するもの、生活に関するもの、教育に関するもの等、多岐にわたっている。そのため、相
談内容によっては関係課やハローワーク等と連携して問題の解決にあたっている。
 本年度は、通常の活動に戻ったことから来館や家庭訪問、電話等で個別に相談対応を行った。件数は昨年より増
加している。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　相談事業は、正規職員・会計年度任用職員全員で対応していること
から、相談者への適切な解決策を提示できるよう、職員のスキルアッ
プを図っていく必要がある。
　また、複雑・専門化する相談内容もあることから、業務を遂行する
うえで他機関との連携は不可欠である。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は中

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　数年前から、1,000件を超える相談件数となっており、地域住
民の自立と問題解決のために今後も実施していく必要がある事業
であることから、更なる職員の資質向上や他機関との連携を図り
ながら、組織的に業務を遂行していく必要がある。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　平成２８年度に公布・施行された「部落差別の解消の推進に関
する法律」において、地方公共団体の努力規定として、相談体制
の充実を図ることが明記された。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

件

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01030108-05-204

キーコード：1323

出力日：令和07年03月18日
事務事業名人権文化センター地域交流・啓発事業

13
基本事業： 02同和問題の解決 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

①同和地区住民の失業率 担当課 人権政策・男女共同参画課

担当係 人権文化センター

　各隣保館の地域住民、市民等 　各隣保館（4館）における地域住民等の相互理解と交流を促進する事業
を実施するもの。
＜令和5年度開催実績＞
【美咲】・第26回宝満川カヌー大会in美咲
　　　 　開催日：9/24　、参加人数：800人（内、地域外720人）
　　　　・美咲カヌー教室
　　　 　開催日：7/29 8/5 8/19 8/26 9/2 9/9 9/16　の計7回
　　　　　　　　　　　　参加人数：1,220人（内、地域外940人）
【岡田】・第24回オータムコンサートinおかだ
　　　 　開催日：10/21、参加実数：226人（内、地域外200人）
　　　　・食育推進教室
　　　　 開催日：中止　、参加者数：0人（内、地域外0人）
【京町】・第37回京町子どもまつり
　　　 （開催日：11/18、参加実数：101人（内、地域外77人）

　対象の地域に多くの人が訪れ、各種イベントに参加する
ことで、地域内外の住民の交流や地域に対する理解が深ま
っている。

計画年度 昭和59年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

地域交流・啓発事業の参加人数（実人数）

地域外からの参加人数（実人数）

371 3,0002,347 3,000 3,000

318 1,937 2,600 2,600 2,600

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
96 936 1,732 1,854計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

309 309 309
0 0 0

0 0 0 0
96 627 1,423 1,545

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

1 1 1 1
7,728 7,815 8,023
7,824 8,751 9,755 1,854

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

【状況】A「地域交流・啓発事業の参加人数（実人数）」・B「地域外からの参加人数（実人数）」
　　　　A（R04：318人 → R05：2,347人）B（ R04：318人 → R05：1,937人）

【要因】本年度は規模の縮小をしながらも通年通り実施できた。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　どの地域でも高齢化等によるイベントの企画・運営の担い手不足が
顕著となってきていることから、地域住民（若手）の主体性を育む取
り組みを地元支部と検討していきたい。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は中

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　人権・同和問題をはじめ、環境、平和といった様々な問題を地
域住民や市民等が共に交流し考える機会を設け、効果的な啓発や
課題解決につなげることを目的として、地域が主体となって昭和
59年度から京町、平成10年度から美咲、平成11年度から岡田、平
成21年度から永岡にて事業が開始された。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01030108-06-205

キーコード：1324

出力日：令和07年03月18日
事務事業名人権文化センター地域福祉事業

13
基本事業： 02同和問題の解決 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

①同和地区住民の失業率 担当課 人権政策・男女共同参画課

担当係 人権文化センター

各隣保館の地域住民 各隣保館の老人いこいの家にて毎日各種デイサービスを行う。
①日常生活訓練　
　・日常生活動作（食事・更衣・移動など）
　・長生きがい教室（認知症予防）等
②社会適応訓練
　・あいあい教室（アイパッドを使った認知症予防や介護予防など）等
③創作・軽作業
　・寄せ植え教室
　・手芸　等
④更正相談
　・医療、福祉相談
　・在宅訪問　等
⑤生きがい対策
　・高齢者一日研修　等

地域の実情に合わせた各種デイサービスを行うことにより
、地域における様々な生活上の課題の解決を図る。

計画年度 平成12年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

デイサービス事業参加者人数

戸別訪問件数

365 1,200714 1,150 1,150

443 611 500 500 500

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
13,335 16,043 19,328 21,891計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
3,573
0

3,573 3,573 3,573
0 0 0

0 0 0 0
9,762 12,470 15,755 18,318

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.9 0.9 0.9 0.9
6,955 7,034 7,221
20,290 23,077 26,549 21,891

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

　家庭に引きこもりがちな高齢者に対して隣保館（いこいの家）に来館することを促し、各種事業を行うことで、
心身状態の維持・向上が図られ、要介護状態・認知症の予防につながっている。
　新型コロナウイルスの感染防止対策を図りながら、事業内容を検討しながら実施した。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　高齢化などで老人いこいの家に来られない高齢者等が増えている。
また、新型コロナウイルス感染防止対策を講じながら、細心の注意を
もって本事業を実施することが、新たな課題対策として求められるよ
うになった。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は中

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

戸別訪問等を増やし生活状況を把握をしつつ必要な支援を提案し
ていく。また、感染防止対策としてバイタルチェックなどの対策
を充実させていく。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

平成９年度に改正された隣保館設置運営要綱にて隣保館デイサー
ビス事業が創設されたことに伴い、本市においては平成１２年度
より事業を開始する。

部落差別の解消の推進に関する法律（平成28年12月施行）
福岡県部落差別の解消の推進に関する条例（平成31年3月施行）
筑紫野市部落差別の解消の推進に関する条例（令和2年3月施行）

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人数

件数

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01020113-08-071

キーコード：90

出力日：令和07年03月18日
事務事業名男女共同参画セミナー等事業

13
基本事業： 03男女平等意識づくりと女性活躍推進 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

①家庭内の仕事を夫と妻が共同して分担していると思う市民の割合
②福岡県子育て・介護応援宣言企業に登録している市内事業所の登録件数
③審議会などの女性委員の割合

担当課 人権政策・男女共同参画課

担当係 男女共同参画担当

市民 　様々な場面における男女平等の必要性を考え、理解を深めることができ
るようなセミナー等を企画・実施する。

１．男女共同参画セミナー等の開催
　　男女共同参画セミナー事業、関係団体との共催事業、ＤＶ防止啓発
　　セミナー、団体育成支援事業、デートＤＶ予防教室
　　
２．ちくしのフォーラムの活動に対する支援
　　行政区市民懇談会他、地域における男女共同参画の出前講座の周知
　　及び開催支援。

　セミナー等を受講することによって、市民の男女共同参
画に対する意識を高める。

計画年度 平成13年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

セミナーの内容に満足した参加者の割合（参加
者アンケート）

男女共同参画セミナーの受講者数

96.8 9598.5 96 96

1,112 1,094 1,000 1,000 1,000

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
249 181 399 389計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
249 181 399 389

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

1 1 1 1
7,728 7,815 8,023
7,977 7,996 8,422 389

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

　セミナーの参加者アンケート結果では、内容に満足したとする割合は、98.5％であった。
  今年度もハローワーク等との共催により、少ない予算・職員数でも効果的な内容となるよう工夫を行い、開催し
た。これからも新たなニーズをつかみながらさまざまな方法で啓発を行っていきたい。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　若い年代にも伝えるためにオンライン開催などの活用も必要だが、
オンライン開催は準備に要する手間が多くかかり、現体制では頻繁な
実施は困難。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

あり

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　受講者に対するアンケートなどでニーズをつかみ、内容や周知
方法、また共催による開催など工夫をしながら、効果的な講座と
したい。
　

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　男女共同参画社会作りの推進を目的として平成13年度から実施
している。令和５年度実施のまちづくり市民アンケートでは、家
庭内での役割を分担していると答えた市民は62％と増加する一方
、社会の中で男性が優遇されていると答えた市民は76％と高い数
値を示しており、継続した啓発が必要である。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

％

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01020113-05-070

キーコード：87

出力日：令和07年03月18日
事務事業名男女共同推進センター相談事業

13
基本事業： 04女性の人権擁護 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

①女性が人権侵害を受けた割合
②女性の人権に関する相談窓口の認知数（平均） 担当課 人権政策・男女共同参画課

担当係 男女共同参画担当

女性（相談内容により男性） 　女性がかかえる様々な問題や悩みの相談窓口として、市役所内及び生涯
学習センターに設置している男女共同推進センターの相談室にて、女性相
談員による総合相談事業および専門的相談である女性弁護士による法律相
談事業を実施するもの。

(1)女性相談員による随時の総合相談事業（面接相談、電話による相談）
　　女性相談員による総合相談
　　月曜日～金曜日　9:00～16:30

(2)専門的相談事業（面接相談）
　　女性弁護士による法律相談
　　第2･4火曜日　13:00～16:00（一人30分）（2週間前からの予約制）
　　

　女性のさまざまな相談に応じることで、問題の解決や女
性の自立を支援する。

計画年度 平成13年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

男女共同推進センター相談室への相談実件数

新規の相談件数

1,091 1,000995 1,000 1,000

453 470 450 450 450

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
3,608 5,574 6,265 7,024計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
3,608 5,574 6,265 7,024

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.4 0.4 0.4 0.4
3,091 3,126 3,209
6,699 8,700 9,474 7,024

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

　相談内容は、夫婦間や親子間の問題、地域での人間関係、さらには本人の精神的な問題など複雑に絡みあう相談
が増加しており、相談内容に応じて庁内外の関係機関と連携して問題の解決にあたっている。一回の相談では解決
しない複雑な問題に対しては継続的な相談により問題解決策を提示し支援している。
　相談室の本庁への移転によって相談室に来づらくなった人への対応として、月に２日は本庁以外の相談室でも相
談を受けており相談者が安心して相談できる環境整備に努めている。
　R5の相談実件数995件の内訳は、法律相談89件、総合相談906件（内新規470件）。新規の相談が増加し続けてい
る。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　類似事業としては、総務課が実施する無料法律相談と、「女性に対
するあらゆる暴力の根絶事業」で実施している「ちくし女性ホットラ
イン」がある。

増加対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

大きい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

あり

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　総合相談体制の見直しを行い、令和５年度から相談員２名体制
（週５と週３）になった。
　これにより、複雑化・多様化する相談事例について検討、協議
しながら対応でき、相談員のスキル向上や心理的負担の軽減が図
られた。また、本庁以外の場所での相談日にも本庁の総合相談窓
口を閉鎖せずに対応できるようになった。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　社会情勢の変化に伴う女性相談に関するニーズの高まりを踏ま
え、平成１３年度から相談事業を実施している。近年では、男性
に対するＤＶやセクハラも新たな課題となっており、市民の人権
尊重に関する認識を高めるとともに、暴力防止のための広報・啓
発活動や被害者支援を継続していかなければならない。

　令和6年4月「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」
が施行。各課既存事業の中で対応はしているところであるが、法
に基づく支援体制の整理が必要である。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

件

件

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人権尊重のまちづくり 01020113-12-072

キーコード：1188

出力日：令和07年03月18日
事務事業名女性に対するあらゆる暴力の根絶事業

13
基本事業： 04女性の人権擁護 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

①女性が人権侵害を受けた割合
②女性の人権に関する相談窓口の認知数（平均） 担当課 人権政策・男女共同参画課

担当係 男女共同参画担当

・市民
・ＤＶ、セクハラ等の人権侵害を受けている女性

　女性に対するあらゆる暴力の根絶に向け、電話による相談や庁内の連携
会議、被害者の保護による自立支援等を行うもの。

１．電話相談事業「ちくし女性ホットライン」
　　・女性に対する暴力（ドメスティック･バイオレンス、セクシュアル
　　　・ハラスメントなど）についての専用相談
　　・筑紫地区５市の共同委託事業（ＮＰＯ法人に委託）
　　・月、水～金　12:00～19:00　　土　10：00～17：00
　　・電話による相談が原則だが、ケースに応じて面接相談実施

２．庁内における関係課ＤＶ対策会議を年１～２回開催

３．警察や県と連携しての被害者のシェルターへの緊急保護

　被害者が暴力から解放され、自立できる。

計画年度 平成13年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

「ちくし女性ホットライン」への相談件数

ＤＶ被害者の保護件数

79 5058 60 60

0 0 0 0 0

成果指標名称 単位 目標
04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
819 819 837 837計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
819 819 837 837

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.1 0.1 0.1 0.1
773 782 802

1,592 1,601 1,639 837

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

　ちくし女性ホットラインでの相談件数196件のうち筑紫野市分については58件だった。相談は匿名でも受け付け
ているため、その中に筑紫野市分が含まれている可能性もある。
　全体の相談のうち土曜日に受けた割合は14.8%、また17時以降に受けた割合は12.8％あり、市の相談事業を補完
する役割を担っている。
　また、市の総合相談における相談件数906件のうち、他機関への紹介は69件となっており、補完的役割を果たす
一つの相談先として位置づけられる。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　この事業は、「ちくし女性ホットライン」による相談事業が主な内
容である。類似事業としては、男女共同推進センターで行っている総
合相談事業があり、その中でもＤＶに関する相談も受け付けている。
　しかし、「ちくし女性ホットライン」は筑紫地区の共同事業となっ
ており、当課の総合相談事業を補完しているものであるため現時点で
の統合は難しい。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は中

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

あり

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　筑紫地区での共同事業である「ちくし女性ホットライン」につ
いては、本市の男女共同推進センター相談室の補完的役割を果た
す相談先としてさらなる周知をし、十分な活用を図るよう努める
。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　男女共同参画社会を実現する上で克服すべき重要な課題である
女性に対する暴力の根絶に向けて、平成13年度から事業を開始。
　令和３年度に実施した市民意識調査結果でも女性に対する暴力
の存在が明らかとなっており、引き続き本事業を継続する必要が
ある。

　筑紫地区５市の共同委託事業である「ちくし女性ホットライン
」はセーフティーネットの一つであるが、平成28年度から相談日
と相談時間の見直しが図られた。このことにより当市の総合相談
の補完性を高められた。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

件

件

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）


